
27 東印工組第 092 号 

平成 27 年 9 月 18 日 

東京都印刷工業組合 開催日時 

開催場所 

平成 27 年 9 月 9 日(水)15:00～17:00 

日本印刷会館 5 階東印工組会議室 第 2 回 

環境・労務委員会 

出 席 者 

(敬称略) 

(順不同) 

木村篤義副理事長、福田浩志委員長、田畠久義・奥継雄両副委員長、寺田

勝昭・小倉絵里両特別委員 

櫻井寛明（千代田・代理）、菊地義行、佐野勝浩、三橋延嘉（新宿・代理）、

石田清志、亀田哲夫、小野淳、惟村唯博、七澤信盛、吉田豊、前田賢治、

作道昌弘（北・代理）、遠藤寛、金井秀之の各委員 

（事務局）行川事業課長、津嶋担当  

議題➢ 

 

 

決定事項➢ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【議題 1】環境推進工場登録事業の推進／ＧＰ認定制度の普及、啓発につい

て 

（１）環境推進工場登録の推進  

 事務局から環境推進工場登録の推進状況について、以下のとおり説明があ

り了承された。続いて、福田委員長より、第 12 回講習会には千葉県工組所

属企業 1 社から参加があり、全印工連事業として、他工組へも引き続き推進

していく旨の報告があった。 

 

①環境推進工場講習会の開催結果について 

 

②第 13 回登録委員会（7/29）開催結果   

・新規登録：7 社 8 件 

講習会 

受講日 
所属支部 事業所・工場名 登録番号 

第 10 回 

2/21（土） 

江東 大東創企印刷㈱ t061 

浅草 ㈲亀田印刷所 t062 

第 11 回 

6/11（木） 

板橋 幸豊印刷㈱ t063 

江東 ㈱イーエムエー t064 

山之手 ㈱紙藤原 t065 

城南 秀明印刷㈱ t066 

千代田 ㈱精興社 本社・青梅工場 t067 

千代田 ㈱精興社 朝霞工場 t068 

 

 

 

 

 日 程 参 加 者 
修了試験 

合格者 
登録状況 

第 11 回 

登録 

講習会 

6月 11日（木） 6 社・7 件・7 名 7 名 
5 社 6 件 

7/29 審査会 

上期 

更新 

講習会 

6月 18日（木） 9 社・9 件・11 名  
9 社 9 件 

7/29 審査会 

第 12 回 

登録 

講習会 

9 月 4 日（金） 10 社・10 件・16 名 16 名 
10/29 

審査会予定 
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決定事項➢ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決定事項➢ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・更新：9 社 9 件 

所属支部 事業所・工場名 登録番号 

江東 笠島印刷㈱ t024(2) 

山之手 相原印刷㈱ t025(2) 

城西 ㈱太陽堂封筒 t026(2) 

山之手 明和印刷㈱ t027(2) 

墨田 ㈱長英 t028(2) 

足立 弘和印刷㈱ t029(2) 

墨東 光洋紙器㈱ t031(2) 

城南 荏原印刷㈱ t034(2) 

練馬 ㈱宣広プロ t035(2) 

 

 

（２）平成 27 年度 GP 認定取得講習会の開催日程について 

事務局から以下のとおり講習会を実施する旨説明され、了承された。なお、

担当講師は、当委員会特別委員寺田氏が務める旨、併せて了承された。 

 

 

（３）他工組での環境推進工場登録講習会等の実施について 

 事務局から説明があり、以下の内容で了承された。また、福田委員長より、 

奈良県工組からも講習会実施の申込み連絡があり、日程調整中である旨併せ

て報告された。 

 愛知県工組 島根県工組 

実施予定日 10 月 21 日（水） 11 月 16 日（月） 

時 間 午後（60～90 分程度）予定 10：00～17：00 

内 容 事前説明会 登録講習会 

講 師 
P&E マネジメント代表 寺田 勝昭 氏 

（環境・労務委員会 特別委員） 

 

 

 

 

 

 

 

回 数 日 程 時 間 場 所 

第１回 11 月 11 日（水） 

16:00～20:00 日本印刷会館 5 階会議室 
第２回 12 月 18 日（金） 

第３回  2 月 18 日（木） 

第４回  3 月 18 日（金） 
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議題➢ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【議題 2】環境・労務関連情報について 

（１）労働安全衛生法の改正に係る「ストレスチェック」実施の義務化につ
いて 

 小倉特別委員から、以下のとおり説明がなされ、了承された。 

・今年の 12 月から、改正労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度の

運用が始まる。健康診断にストレスチェックがないため、メンタルヘルスを

必要とする方が多くなっている現状を踏まえ、ストレスチェックをして予防

していくこととなる。 

・従業員数が 50 人未満の事業場は、当分の間努力義務となるが、当該事業

場が合同で医師・保健師などによるストレスチェックを実施し、また、スト

レスチェック後の医師による面接指導などを実施した場合に、事業主が費用

の助成を受けることができる制度もある（参考：独立行政法人労働者健康福

祉機構 産業保健・賃金援護部「ストレスチェック実施促進のための助成金

の手引き（平成 27 年度版）」）。 

 

 

（２）マイナンバーについて 
①環境・労務委員会/CSR 推進専門委員会合同主催セミナー 
「マイナンバー制度の概要とセキュリティ対策」（7/31）開催結果について 
 福田委員長より、当日の参加人数が 56 社 76 名である旨報告された。 
 
②マイナンバーの動向について 
 小倉特別委員から、以下のとおり説明がなされ、了承された。 
・今年の 10 月以降、原則住民票の住所地に「通知カード」が送付されるこ
ととなっている。しかし、やむを得ない理由（例：ストーカー行為等の被害
者で住所地以外の居所に移動されている場合）により、住民票の住所地で受
け取ることができない場合は、8 月 24 日から 9 月 25 日の期間、住民票のあ
る住所地の市区町村に申請して登録が認められれば、登録された居所に送付
される。 
・社会保険の中でも、健康保険は平成 29 年 1 月からのスタートとなってい
るが、雇用保険は、平成 28 年 1 月からスタートするので、注意が必要。な
お、健康保険についても、種類によってスタートの時期が異なるので、健康
保険団体へ確認しておく必要もある。 
・原則、通知カード受領後、個人番号カードは役所へ取りに行くとのことで
あったが、自治体によっては、受け取り時期・場所・方法等について異なる
やり方を検討しているところもあるので、併せて注意が必要である。 

 

 

（３）東京都最低賃金の引き上げ予定について 

事務局から、厚生労働省東京労働局発表のプレスリリース（平成 27 年 8

月 5 日付）の資料に基づき、東京都の最低賃金が 19 円引き上げ、時間額 907

円に改正予定である旨、説明がなされた。 
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報告事項➢ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告事項➢ 

 

 

 

 

 

 

 

報告事項➢ 

 

【その他】 

（１）第 14 回印刷産業環境優良工場表彰審査結果について 

 福田委員長より、以下の東印工組組合員がそれぞれ受賞され、当委員会所

属の委員の方からは、株式会社光邦と株式会社賢工製版がそれぞれ受賞され

た旨、報告された。 

 

賞名 支部 企業名 
応募 
工場 

工場 
所在
地 

代表者名 

経済産業省 

商務情報政策局長賞 

千代田 株式会社光邦 
新座 

工場 

埼玉県

新座市 

代表取締役 

前田 隆一郎 

城南 池田印刷株式会社 

京浜

島工

場 

東京都

大田区 

代表取締役 

池田 幸寛 

一般社団法人 

日本印刷産業連合会

会長賞 

日本橋 
杉山メディアサポート

株式会社 

都田 

工場 

静岡県

浜松市 

代表取締役 

大髙 明 

一般社団法人 

日本印刷産業連合会

奨励賞 

文京 株式会社東京研文社 
埼玉 

工場 

埼玉県

比企郡 

代表取締役 

網野 勝彦 

新宿 株式会社太陽堂成晃社 
新座

工場 

埼玉県

新座市 

代表取締役 

宮本 武紀 

港 株式会社賢工製版 

天王

洲工

場 

東京都

品川区 

代表取締役 

佐野 貞雄 

城西 株式会社太陽堂封筒 ― 
東京都

新宿区 

代表取締役 

吉澤 和江 

 

 

（２）VOC 警報機の開発・販売について 

福田委員長及び寺田特別委員より、以下のとおり説明があった。 

①日印産連では、東印工組モニター企業 5 社の協力を得て、VOC 警報機を

開発した。同製品は、100V の電源を必要とし、設置は各社で容易にできる。

②価格については現在調整中だが、組合員が買い求めやすい価格を販売会社

と交渉している。平成 28 年 1 月から販売を開始予定。 

 

（３）VOC 対策セミナー及び化学物質対策セミナーの開催について 

事務局より、標記の件について、東京都環境局より周知依頼があった旨報

告された。また、寺田特別委員より「VOC 対策セミナー」は発注者側のため

のセミナーであり、「化学物質対策セミナー」は印刷会社側のためのセミナ

ーである旨、報告された。 

 

 

 

 

次回開催➢ 第 3 回 11 月 26 日（木）16:00～18:00 

※委員会終了後、懇親会予定 

以 上                                    

 


